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概要 

ロボットの導入が期待される分野は年々拡大・多様化する傾向にあり、近年は人の生

活・作業を直接的に支援する人共存型ロボットの開発・検討が進められている。人と同

じ生活環境で駆動するロボットには安全性確保のために外力に対する柔軟性および衝撃

荷重に対する堅牢性が要求される。これに対して実環境にうまく適応した生物を模倣し

た筋骨格ロボットはこの安全性の高いロボットを構築する有効なアプローチの一つとし

て注目されており、その中で人の筋と同じように可変粘弾性特性を有する人工筋用アク

チュエータの開発が求められている。一方、電磁力駆動リニアアクチュエータは優れた

制御応答性により可変粘弾性特性を実現でき、可搬性にも優れている。またダイレクト

ドライブ方式とすることで外力に対する優れた柔軟性・堅牢性を得ることができる。そ

のため人工筋用アクチュエータとしての活用が期待され、これまでに複数の構造のアク

チュエータが提案された。しかし永久磁石を軸方向に積層する構造では、磁極間ピッチ

の寸法公差の管理が困難となり生産性が大きく低下してしまう。また複雑なエアギャッ

プを有する構造では衝撃荷重に対する柔軟性・堅牢性が低下するなどの構造的な課題が

残っていた。 

そこで本研究では人工筋用アクチュエータへの適用を目標として、従来研究の構造的

課題を解決する新しい電磁力駆動のらせん形リニアアクチュエータ（HTLA: Helical 

teethed linear actuator）を提案した。HTLA は可動子が回転・並進の二自由度を有し、

永久磁石の形状が簡素であり軸方向に積層する構造をもたないために生産性に優れてい

る。また円筒状エアギャップ構造のため外力によって可動子と固定子が接触する危険性

がなく、過負荷に対する堅牢性にも優れている。本研究では三次元有限要素法を用いた

数値解析ならびに実機検証によって HTLA の特性を確認し、また実用化に向けた性能向

上に取り組んだ。はじめに外力に対する柔軟性を実現するためコンプライアンス制御を

適応し、外力に対する剛性を制御できることを確認した。つぎに衝撃荷重に対する制御

安定性向上のため、HTLA における過負荷時の脱調時の挙動について明らかにした。脱

調の発生条件をまとめることで脱調の予測ならびに抑制アルゴリズムを構築し、過負荷・

衝撃荷重に対する制御安定性の向上を達成した。最後に HTLA の小型化・低コスト化を

目的として、回転角度センサレス駆動について検討を行い、十分な推定精度が得られる

こと、良好な位置制御特性を維持できることが確認された。 
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第１章 

1: 緒論 

1.1 人共存型ロボット 

近年のロボット技術の発達に伴い、ロボットの導入・活躍が期待される分野は多様化す

る傾向にある。これまでのロボットは主に生産ラインのような産業用途を中心に発展を続

け、一般的に高い位置決め精度や優れた力制御特性などが求められてきた。これらの従来

型ロボットは安全性の確保と外乱の抑制のために人と隔離された空間、いわばロボットの

ために設計された空間での運用を前提として設計されている。これに対して近年はコミュ

ニケーションロボットや協調作業ロボット、生活支援ロボットなど、人の生活・作業を直

接的に支援するロボットの開発・検討[1-5]が進められている。ここではこれらを人共存型ロ

ボットと呼ぶ。一例として Fig.1.1 に示す HSR はトヨタ自動車が開発した生活支援ロボッ

トで、障がい者・高齢者などの家庭内自立生活をサポートする。また理化学研究所の介護

支援ロボット ROBEAR（Fig. 1.2）は介護現場における抱きかかえや起立補助などの動作を

代行する目的で開発された。 

人共存型ロボットは人と作業空間を共有する環境下での駆動、いわば人のために設計さ

れた空間で活動することを前提としているため、ロボットにとっては不確定な外乱が多数

存在した環境となる。そのため人や周囲のモノとの物理的な接触が十分に想定され、周囲

に対する高い安全性[6]が要求される。本研究ではこの安全性を、可動部が持つバックドライ

バビリティ（外力による逆駆動特性）に起因する柔軟性と堅牢性として定義する。柔軟性

 

 

Fig. 1.1  HSR[4] 

 

 

Fig. 1.2  ROBEAR[5] 



- 2 - 

 

は外力に対する剛性（位置と出力の関係性）を低くすることで接触時に周囲に対して過大

な出力を与えないための特性であり、堅牢性は外部から過負荷・衝撃荷重が与えられたと

しても可動部ならびにロボット自身が破損しないための特性となる。 

1.1.1 筋骨格ロボット 

安全性に優れたロボットを構築する一つの対応案として、生物の筋骨格構造を模擬した

筋骨格ロボット[7-9]が注目されている。人間を含めた多様な生物は実環境にうまく適合しな

がら活動している。その筋骨格構造は従来の汎用的なロボットとは大きく異なっているが、

この構造によって高度な制御アルゴリズムや複雑な機構に依存することなく高い柔軟性と

堅牢性を確保できるとされている。この構造的優位性を利用したロボットとして、東京大

学のケンゴロウ（Fig. 1.3）や Athlete（Fig. 1.4）などの筋骨格ロボットの開発が進められて

いる。 

またこの生物特有の重要な特性の一つに生物の筋がもつ可変粘弾性特性 [10]があげられる。

外力に対する剛性を制御できるため、この特性を模倣した人工筋用アクチュエータを人共

存型ロボットに適用することで、ロボット自身の柔軟性・堅牢性を向上させることができ

る。 

1.1.2 人工筋用アクチュエータ  

人工筋の実現に向けて、既に様々なアクチュエータが提案・開発されている。ここでは

動力源の違いによって以下の３つに大別し、それぞれの特性を列挙する。 

(A) 材料変形による駆動[11-14] 

外部から何らかの刺激を与えることで材料そのものが変形することで運動を出力する。

材料自体が低剛性であることからソフトアクチュエータとも呼ばれ、本質的に筋に近い

 

Fig. 1.3  Kengoro[8] (University of Tokyo) 

  

Fig. 1.4  Athlete[9] (University of Tokyo) 
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挙動・取り扱いが可能である。高分子材料や形状記憶合金を用いた研究例が多数報告さ

れており、その動力源となる入力は熱・電場・磁場・圧力・水分など多岐にわたる。しか

しどの動作原理においても応答性や動作環境の制限などの課題が残っており、人の筋骨

格サイズのアクチュエータとしての実用化は進んでいないのが現状である。 

(B) 油圧・空気圧による駆動[15-19] 

流体圧力を利用したアクチュエータは、主に油圧アクチュエータと空気圧アクチュエ

ータが実用化されている。油圧アクチュエータは非常に高い推力密度があり堅牢性も優

れるため、建設機器や大型で高出力用途が要求されるロボットなどに利用される。その

推力密度の高さを利用して Boston Dynamics 社の油圧駆動ヒューマノイドロボットの

Atlas は人に近い体格でありながら高い運動特性を実現している。しかしその剛性の高さ

から外力に対する柔軟な応答を実現するのは難しく、また動作中の油漏れ・破損時の動

作流体流出などの汚染対策が必須となる。 

一方、空気圧アクチュエータは空気を作動流体として用いているためメンテナンス性・

清浄性に優れている。Fig. 1.6 に示す人間酷似型ロボットのアンドロイドは空気圧シリン

ダによって駆動しており、空気の圧縮性を利用することで外力に対する柔軟な応答が実

 

Fig. 1.5  Atlas[14] (Boston Dynamics) 

 

Fig. 1.6  Geminoids[13] (Osaka University) 

 

Fig. 1.7   McKibben artificial muscle [16] 

 

Fig. 1.8   ASIMO[19] (Honda Motor Co., Ltd.) 
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現できる。伸縮性のあるゴムに空気圧を封入した構造の McKibben 型アクチュエータ（Fig. 

1.7）は、素材自身の本質的な柔軟性も有することから人工筋としての研究報告事例も多

い。しかし空気の圧縮性はアクチュエータに柔軟性を与える反面、その非線形特性によ

って制御性が悪化してしまう。また周辺機器としてコンプレッサなどが必要となるため、

システム全体の小型化が難しく可搬性は低くなるのが課題である。 

(C) 電磁力による駆動[20-24] 

電磁力を駆動源とするアクチュエータは、電流制御の優れた応答性によって高精度・

高応答での位置・力制御が可能であり、産業・非産業を問わず様々な用途に利用されて

いる。空気圧駆動方式と同様に清浄性に優れ、バッテリー駆動とすることでシステム全

体の可搬性も向上するため、その他の駆動方式と比較して保守・運用が容易となる。多

様な動作原理のアクチュエータが実用化されているため設計自由度が高く、近年は永久

磁石を使用した同期モータを中心に小型化、高出力化、多自由度化などの検討・開発も

進められている。 

油圧・空気圧と比較すれば一般的に低推力・高速駆動となるが、その良好な制御特性

と汎用性の高さから人工筋用アクチュエータとして多くの優位性がある。前述の

ROBEAR や Fig. 1.8 に示す ASIMIO においても各関節に搭載されたサーボモータに対し

て位置・力制御などが適用されている。本論文においてもこの電磁力駆動アクチュエー

タの特性を生かした人工筋用アクチュエータの開発を目指す。 

1.2 電磁力駆動アクチュエータの開発動向 

本節では電磁力駆動アクチュエータを人工筋用アクチュエータとして利用する場合のア

クチュエータ構成ならびに関連する先行研究について述べる。 

1.2.1 出力方式とアクチュエータ構成 

人工筋用アクチュエータには生物の筋と同様にリニア駆動であることが重要となる。リ

ニア駆動とすることで生物の筋骨格構造を再現できるため、人酷似型ロボットのようなコ

ミュニケーションロボットなどにおいて合理的かつ違和感を与えない挙動の実現が期待で

きる。また脚部・前腕部などを構成する場合にはアクチュエータをフレームに並行して配

置することで、負荷のかかりやすい関節部の構造を簡素化・小型化することができる。 

これに対して電磁力駆動アクチュエータは運動方向によって回転型と直動型の 2 種類に
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大別される。産業用途として回転型サーボモータが広く普及しているが、本質的な動作原

理は同一であり両者での技術転用・応用は比較的容易である。回転型からリニア駆動を得

るためには、ボールねじやラック・ピニオンのような推力変換機構を併用する必要がある

が、可動部に高剛性の機械要素が挿入されるために過負荷や衝撃荷重に対する堅牢性が低

下してしまう。また摩擦による効率低下や摩耗による部品耐久性の低下、高速駆動の限界

などの課題が発生する。一方で直動型（リニアアクチュエータ）を使用した場合、推力変換

などの機構が不要なためシステムの小型化・可動子重量の軽量化が期待できる。また減速

機などを一切用いないダイレクトドライブ方式 [25]とした場合、アクチュエータ自身の高推

力化が必要となるが、過負荷に対しても可動部を破損することなく衝撃吸収が可能となり

柔軟性・堅牢性が大きく改善される。そのためダイレクトドライブ方式のリニア駆動アク

チュエータは人工筋用アクチュエータに適した特性を有しているといえる。 

1.2.2 先行研究における課題 

ここではダイレクトドライブ方式電磁力駆動のリニアアクチュエータ、特に円筒型リニ

アアクチュエータを中心に、関連する先行研究について述べる。円筒型リニアアクチュエ

ータでは可動子と固定子を同心状に配置することで径方向の磁気吸引力を低減できるため、

アクチュエータの保持・組付が容易となる利点がある。 

藤本らが提案したスパイラルモータは Fig. 1.9 に示すような機械ねじのような可動子・固

定子の構造を有している。らせん状の駆動することでエアギャップの対抗面積を増大させ

つつ、らせん運動による減速運動によって高い推力密度を実現している。ただし三次元上

の複雑なエアギャップを維持するには並進位置と回転角度を常に同期させて駆動させる必

 

Fig. 1.9  Spiral motor[26] (Yokohama National 

University) 

 

 

Fig. 1.10  Cylindrical Linear Actuator [27] 

(Osaka University) 
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要がある。可動子をボールねじで支持した場合には機械要素を含むために堅牢性が低下し、

磁気浮上制御によってエアギャップを維持する場合、急激な衝撃荷重が与えられた場合に

可動子と固定子が接触する危険性がある。また三次元曲面を有する複雑な形状の永久磁石

は加工が困難であり、生産性が低いという課題も有している。 

一方、仲田らは円筒状エアギャップを持つリニア電磁アクチュエータ（Fig. 1.10）を提案

した。永久磁石の着磁方向を変えながら軸方向に積層してハルバッハ配列 [28]を構成するこ

とで磁束を有効に活用し小型化を実現している。またバーニア構造などを応用した高推力

化[29-31]の検討を行っている。しかし高い残留磁束密度・保持力を有するネオジム磁石は機

械加工部品と比較して一般的に寸法精度が低い。そのため永久磁石を軸方向に積層する構

造とした場合、永久磁石の寸法誤差の影響を受けて磁極間ピッチの寸法精度が低下してし

まう。また推力向上に有効とされる多極化によって部品点数も増加し、組立性の悪化・加

工公差の管理コストも増大してしまうことが課題である。 

1.3 研究方針 

前節で述べたように、電磁力駆動アクチュエータはシステム全体の清浄性ならびに可搬

性に優れ、電流制御による可変粘弾性特性の実現可能である。またダイレクトドライブ方

式とすることで高いバックドライバビリティを実現できることから、人工筋用途として有

用なアクチュエータと言える。しかし先行研究で提案されたアクチュエータは生産性なら

びに柔軟性・堅牢性において課題を有していた。 

そこで本研究では、人工筋用アクチュエータへの適用を目標として従来研究の構造的課

題を解決する新しいリニアアクチュエータを提案する。さらに実用化に向けた制御・セン

シング技術の構築を行い、その特性を明らかにすることで人工筋用アクチュエータの実用

化に貢献することを目的とする。 

1.3.1 達成する構造的特性 

先行研究の課題をうけて、本研究において提案するアクチュエータは、以下の 2 つの方

針に基づいた構造を採用し、外力に対する優れた柔軟性・堅牢性ならびに生産性の両立を

実現する。 

(A) 軸方向に永久磁石を積層しない構造 

軸方向に永久磁石を積層して磁極を形成した場合、磁極間ピッチの寸法精度は永久磁
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石の寸法公差に依存する。永久磁石を軸方向に積層することなく、比較的加工精度が得

られやすい磁性体の加工のみで磁極を形成できる構造を目指す。これにより磁極間ピッ

チの精度確保のために各加工部品に要求される寸法公差を緩和し、部品コストの削減お

よび生産性の向上に貢献する。 

(B) 円筒状エアギャップ構造 

リニアアクチュエータの出力軸に対して円筒状のエアギャップ構造とした場合、可動

子が移動した場合でもエアギャップを常に一定に維持できるため、可動子・固定子が接

触する危険性がない。またエアギャップ維持を目的としたボールねじなどの高剛性の機

械要素も不要となる。これにより非制御時や衝撃荷重に対してもアクチュエータを破損

することなく衝撃荷重を受けることができ、外力に対する構造的な柔軟性と高い堅牢性

を得る事ができる。 

1.3.2 実用化に向けた検討項目 

電磁力駆動アクチュエータでは高性能化に向けて様々な制御・センシング技術が開発・

実用化されている。ここでは提案する新構造のアクチュエータを人工筋用途として運用す

るために解決すべき課題を以下の 3 点に定め、これの特性を明らかにする。 

(C) 外力に対する柔軟性の実現 

 電磁力駆動アクチュエータは励磁電流を適切に制御することで推力の調整が可能なため、

コンプライアンス制御を実現できる外力に対する剛性を能動的に調整することができる。

これにより人工筋用アクチュエータとして必要な可変粘弾性特性の制御が可能となること

から、提案するアクチュエータにおいて力制御が実装できること、コンプライアンス制御

によって外力に対する弾性を自由に調整できることを確認する。 

(D) 衝撃荷重に対する堅牢性・制御安定性の向上 

ステッピングモータなどの一部の電磁力駆動のアクチュエータでは、磁気的な同期が外

れる脱調現象が存在する。脱調現象はアクチュエータを破損することなく過負荷を受け流

すリミッタ機能として機能するが、脱調前後では制御特性が大きく変化する。本論文で提

案するアクチュエータにおいても脱調現象が存在するため、堅牢性ならびに制御安定性を

向上させるために脱調発生時の挙動を明らかにする。さらに脱調の予測方法について検討

し、脱調抑制を目的とした制御システムの構築とその性能について検証する。 
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(E) 小型化・低コスト化 

同期モータにおいてベクトル制御を用いた高効率・高精度な駆動を行うためには可動子

の位置情報が必要となる。レゾルバやエンコーダを用いれば位置検出は容易にできるが、

別途センサを搭載することでアクチュエータの大型化や部品点数の増加に伴うコスト増

加・信頼性低下などが課題となる。一方で位置情報を含む状態量から可動子位置を推定す

るセンサレス駆動を行うことでアクチュエータの小型化・部品点数の削減に貢献すること

ができるため、本論文では提案するアクチュエータの電流制御に用いる可動子の位置推定

について検証を行う。さらにセンサレス駆動時における位置制御特性を示し、制御特性に

与える影響について確認する。 

1.4 本論文の構成 

以下に本論文の構成を述べる。 

第一章では、研究背景として人共存型ロボットに用いられる人工筋アクチュエータの研

究動向についてまとめ、研究の目的・方針について述べた。第二章では、提案する新しいリ

ニアアクチュエータの構造・動作原理を示した後、推力特性と位置制御特性について述べ

る。第三章以降は提案したアクチュエータの実用化に向けた各種制御・センシング手法に

関する検討であり、第三章では、力制御ならびにコンプライアンス制御の適用結果につい

て述べる。第四章では、過負荷時の脱調現象における挙動を明らかにし、その抑制手法に

ついて述べる。第五章では、センサレス駆動に関する検討内容について示し、回転角度な

らびに位置制御特性への影響について述べる。第六章では、各章の成果についてまとめ、

全体を総括する。 
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第 2 章 

2: らせん型リニアアクチュエータの提案 

2.1 緒言 

本章では、新しい構造の電磁力駆動のリニアアクチュエータ [34,35]について述べる。基本

構造と動作原理を示した後、アクチュエータの推力・トルク特性ならびに位置制御特性に

ついて、三次元有限要素法 [32,33]を用いた数値計算によって評価する。さらに試作機を作成

し、実測によって推力特性・位置制御特性の検証を行い、解析の妥当性を確認する。 

2.2 アクチュエータの提案 

2.2.1 基本構造 

本研究において提案するらせん型リニアアクチュエータ（HTLA: Helical Teethed Linear 

Actuator）を Fig. 2.1 に示す。固定子は Fig. 2.2 に示す断面のように通常の回転型モータと

類似した軸方向巻線と磁性体から構成され、可動子は埋込磁石型構造の永久磁石と磁性体

から構成されている。固定子および可動子の磁極には同ピッチのらせん状の溝が刻まれて

おり、らせん状の磁極対向面を形成している。可動子は Fig. 2.1 に示す z方向への並進運動

ならびに回転運動の二自由度を有しているが、出力として使用するのは並進運動のみであ

る。永久磁石は Fig. 2.2 に示すように単一方向に着磁された直方体形状である。 

本アクチュエータは永久磁石を軸方向に積層する構造を持たず、軸方向の磁極ピッチは

磁性体の加工精度に依存するため磁極の寸法管理が容易となる。また円筒状ギャップであ

るため、衝撃荷重印加時や非制御時においても可動子と固定子が接触する危険性がなく、

外力に対する優れた耐久性を実現している。さらに従来の円筒型リニア電磁アクチュエー

タと比較してコイルおよび永久磁石の部品数を削減できることも生産性の観点で優位であ

る。 

2.2.2 動作原理 

コイルに三相交流を励磁することで、可動子には通常の同期モータと同様の電磁トルク
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が発生する。可動子の回転によって可動子と固定子間のらせん状の磁極対向面にずれが生

じ、磁極間には Fig. 2.3 に示すような磁気吸引力が発生する。この磁気吸引力における z軸

方向成分を可動子の発生推力として利用する。ここで磁極対向面のずれ具合は、3.1 節に示

すように z 軸方向の磁気吸引力の大きさを決定する上で重要な因子となる。そこでこのず

れ具合を示す状態量として、新たに Fig. 2.3 に示すような磁極位相 (Phase difference) を以

下の式によって定義した。 

 







 z

LN
N

m

T
3601

  (2.1) 

ここで θ は可動子の回転角度、zは軸方向の位置、L はらせん状磁極における一回転あたり

の z 方向移動距離である。NT はらせん状磁極の並行するライン数で、一般的なねじにおけ

る乗数に類似した定数である。磁極位相の変化量が大きくなると可動子は隣接する磁極対

向面との磁気的安定点に引き込まれる。よって磁極位相は可動子の電気角と同様の周期性

を持った角度情報として定義できる。 

 

Fig. 2.1  Basic structure of a helical teethed linear actuator. The stator is axially sectioned.  

 

 

Fig. 2.2  Radial cross-sectional view. 
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また提案構造における可動子の回転原理は通常の同期モータと同一であるため、一般的

なベクトル制御が適用可能である。本研究においては Id=0 制御を用いるが、埋込磁石構造

のためにリラクタンストルクの利用可能であるなど、従来の回転型モータの制御技術が適

用可能であると考えられる。 

 

 

Fig. 2.3  The enlarged view in gap area between the stator and mover shows definition of 

phase difference. 

 

Table 2.1  Major specifications of analysis model. 

 

Phase difference: 180 deg.Phase difference: 0 deg.

Phase differenceStator yoke

Mover yoke Magnetic attractive force

Stator

Outer diameter 30 mm

Length 96 mm

Number of slots 6

Mover

Outer diameter 15 mm

Length 48 mm

Number of pole pairs 2

Air gap length 0.5 mm

Lead of helical teeth 9.6 mm

Number of helical threads 4
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2.3 解析による性能評価 

2.3.1 評価モデル 

提案した HTLA の性能評価のため、三次元有限要素法を用いた電磁界解析によって解析

を行った。本研究にて使用する検討モデル[35]の主要仕様を Table 2.1 に示す。永久磁石は Fig. 

2.2 に示したように単一方向に着磁されたネオジウム磁石（Br=1.3T）で同一形状のものを 4

つ使用している。磁性体は全て電磁軟鉄（SUY）、コイルは 4 極 6 スロット集中巻きとし、

各相電流量は最大 1 Arms とした。 

2.3.2 推力・トルク特性 

並進位置を固定したまま強制的に回転運動を与え、その時の推力・トルクを算出した。解

 

 

Fig. 2.4  Thrust force vs. phase difference. 

 

 

Fig. 2.5  Torque vs. phase difference. 
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析結果として推力特性を Fig. 2.4、トルク特性を Fig. 2.5 に示す。最大推力は磁極位相 90 deg

において 23.1 N となった。またトルク特性については非励磁時のコギングトルクは p-p 値

で 63.0 mNm、1A 励磁時の平均トルクは 59.2 mNm、トルクリップルは p-p 値で 85.3 mNm

となった。推力特性は磁極位相に強く依存しているが、電流量・電流位相による影響はほ

とんどみられない。一方トルク特性は電流位相を制御することで磁極位相に関係なく双方

向のトルクを発生できることが確認された。この結果より、本アクチュエータでは推力を

得るためには磁極位相を適切に制御が必要なこと、磁極位相を変化させるためには回転運

動を与える必要があり、トルク制御は磁極位相とは独立して制御可能であることが分かる。 

2.3.3 位置制御特性 

位置制御特性の評価に用いた PID 位置制御システム[35,36]の構成を Fig. 2.6 に、内部の PID

コントローラ部の構成を Fig. 2.7 に示す。並進位置の目標軌道に対して PID 制御を行い Iq

電流令値を決定する。電流コントローラでは d,q 軸それぞれの電流指令値に対して PI 制御

を行う。各 PID 制御器ではオーバーシュート低減のため積分器にアンチワインドアップ制

御（ARW: Anti Reset Windup）を導入し、電流コントローラではさらにフィードフォワード

制御を併用した。 

 

 

Fig. 2.6  Block diagram of the position control. 

 

 

Fig. 2.7  Block diagram of the PID controllers. 
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位置制御および電流制御における PID パラメータと制御周期を Table 2.2 に示す。また解

析条件を Table 2.3 に示す。可動子質量、慣性モーメントは 2.4 節にて作成した試作機にお

ける設計値、コイル抵抗値は実測値を利用した。また解析における計算安定性のため Table 

2.3 に示すクーロン摩擦、粘性摩擦項を暫定値として導入した。位置制御における目標軌道

は移動量を 10 mm とし、最大速度 50 mm/s、最大加速度 1000 mm/s2 の速度台形則となるよ

う設定した。 

計測結果として Fig. 2.8 に示す。目標軌道に追従した駆動が得られた一方で、初期位置か

らの立ち上がりの遅れや、等速移動時の位置偏差ならびに周期的な速度脈動などが確認さ

れた。さらに定常状態における定常偏差は並進位置で 0.02 mm となり、磁極位相について

は 5.7 deg の定常偏差が確認された。これらは摩擦抵抗や回転方向のコギングトルクによっ

て定常状態がずれたものと考えられる。また本制御システムでは可動子の回転によって磁

極位相を制御しているため、HTLA の推力は可動子が回転して磁極位相が変化することで

決定する。そのため HTLA の位置制御モデルとしては並進・回転それぞれの運動に伴う二

次遅れ要素を直列に含んだ構成になり、位置制御における応答が低くなる。これは過渡状

Table 2.2  Parameters of the PID controllers. 

 

 

Table 2.3  Analysis condition. 

 

 

Position Current

Proportional gain 5 1

Integral gain 0.5 0.05

Derivative gain 0.001 －

Feed forward gain － 2

ARW limit parameter ±3 ±6

Control frequency 1 kHz 10 kHz

Resistance (each phase) 2.3 Ω

Linear Mass of  mover 0.255 kg

Coulomb friction 1.0 N

Viscous friction 1.0 Ns/m

Rotation Inertia of mover 8.5×10-6 kgm2

Coulomb friction 1.0×10-3 Nm

Viscous friction 1.0×10-3 Nms/rad
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態における速度脈動の発生した要因の一つとして考えられる。 

2.4 実機による動作検証 

2.4.1 試作機および計測システム 

解析で用いた Table 2.1 の仕様をもとに試作機の設計・製作[37]を行った。Fig. 2.9 に試作機

を示す。各磁性体は生産性の観点から分割コアでの組立を行った。固定子の磁性体は Fig. 

2.9 (a) のように同一形状のらせん溝付き磁極 6 個を使用し、円筒状のバックヨークに対し

て軸方向の位置をずらして配置することでらせん磁極を形成した。また可動子は Fig. 2.9 (b)

 

(a) Response characteristics. 

 

(b) Current and phase difference vs. time. 

Fig. 2.8  Result of the PID position control. 
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のように同一形状の磁性体 4 個と分割した永久磁石を組わせて作成した。並進・回転運動

を伴う可動子の摺動部は、全てリニアブシュによって支持している。可動子の一端にはリ

ニアエンコーダとロータリエンコーダを設置しており、可動子とともに移動する構造とし

たため、両センサを含む可動子の合計質量は 0.255 kg となった。巻数は各コイルに 35 ター

ン、コイル抵抗は各相で 2.3 Ωであった。 

また、推力測定時の計測システムの概略図を Fig. 2.10 に示す。測定された可動子の位置

情報は全て d-SPACE 社製の DSP controller (DS5202) に集約し、Power unit (DS1768) によっ

て各相電流値を制御する。電流センサは DSP 内臓のものを使用した。また、後述の位置制

 

 

(a) Teeth for stator core. 

 

(b) Assembled mover. 

 

(c) External view. 

Fig. 2.9  Prototype of the HTLA. 
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御の検証時はロードセルを除外して測定を実施した。 

2.4.2 推力特性 

端効果の影響がない中央付近での推力の計測を行った。可動子を双方向に移動させた時

の計測値の平均を求め、摩擦抵抗による影響を除外した。ディテント力および電流励磁時

の推力特性を Fig. 2.11 に示す。解析結果と同様に発生推力は磁極位相に強く依存すること

が確認された。また通電時における推力特性は、電流の励磁条件が推力特性に与える影響

は小さく、こちらも解析結果と同様の傾向が確認された。 

一方、最大推力は解析結果の 23.1 N に対して 43 %小さい 13.2 N となった。この要因の

 

 

Fig. 2.10  Overview of experimental set up. 

 

 

Fig. 2.11  Thrust characteristics. 
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一つとして、可動子の組み立て誤差による影響が考えられる。本試作機では可動子の磁性

体を分割して加工・組み立てを行ったため、径方向への位置決め精度が確保できず、各磁

性体の磁極表面部も可動子の回転軸に対して同心度が得られていない状態になったと考え

られる。組立後の可動子において磁極表面部の直径を複数箇所計測したところ、設計値

15.00 mm に対して測定値は 14.79～15.07 mm となっていた。そこで可動子の直径を 14.8 mm

に修正した解析モデルを作成して推力特性の再計算を行ったところ、Fig. 2.11 に示したよ

うに最大推力は 14.9 N となり、実測値に近い推力特性が確認された。このことから可動子

の組み立て誤差によってエアギャップが増大したことが、推力低下の主要因であると判断

できる。ただし、本アクチュエータは構造上、軸方向の磁極間ピッチについては寸法管理

が容易となっている。今後、可動子の加工・組み立て手順を見直して径方向の組み立て精

度を改善することで、推力特性の改善は十分に期待できる。なお、可動子直径 14.8 mm の

モデルでのトルク特性は Iq=1 A 励磁時の平均トルクが 43.9 mNm となり、直径 15.0 mm の

解析モデルと比較して 26 %ほど低下した。 

2.4.3 位置制御特性 

PID 制御を用いた位置制御によって、可動子を初期位置から 10 mm 移動させた場合の応

答特性を計測した。制御システムならびに目標軌道などは 2.3 節にて解析で用いたものと

同一条件である。計測結果を Fig. 2.12 にまとめて示す。可動子は目標軌道に追従するよう

駆動していることが確認されたが、初期静止状態からの立ち上がりの遅れが見られ、Fig. 2.8

に示した解析結果と比較して目標軌道に対する偏差が大きくなった。また各相への最大電

流量は 3.6 A となった。3.4.2 項で示したように試作機においてエアギャップが増加し推力

特性が低下し、発生トルクについても最大推力と同様に解析値よりも低下したと考えられ

る。推力特性の低下はより大きな磁極位相の変化を必要とし、トルク特性の低下はその磁

極位相の制御における応答性を低下させる。結果として目標軌道に追従に必要な推力の出

力に遅れが生じ、過渡応答における偏差が増大したと考えられる。 

一方で定常状態では推力・トルク特性の応答性の影響を受けないため、定常偏差は

0.06mm となり良好な位置制御特性が得られている。また回転角度の定常偏差に伴って磁極

位相が約 50 deg の偏差や、過渡応答中の速度脈動などが確認された。これらは主に摺動部

における摩擦による影響や Fig. 2.5 で示したようなコギングトルクに起因するものと考え

られる。 
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(a) Response characteristics. 

 

(b) Rotation angle and phase difference vs. time. 

 

(c) Current vs. time. 

Fig. 2.12  Result of the PID position control. 
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2.5 結言 

本章では人工筋用アクチュエータとしてらせん型リニアアクチュエータ（HTLA）を提案

した。本アクチュエータは簡素な形状の永久磁石を使用しているため、部品の生産性に優

れ、軸方向の磁極間ピッチ管理が容易であるという利点がある。 

数値解析による静解析では最大推力は 23.1 N となり、磁極位相が推力特性に大きく寄与

していること、トルク特性は可動子の並進位置による影響をほとんど受けないことが確認

された。これにより電流励磁によって可動子の回転を介して磁極位相を制御することで、

推力方向の切り替えが可能であることが明らかになった。試作機では可動子の組立誤差に

よる影響を受けて最大推力が 12.9 N となったが、磁極位相と推力の関係などは解析結果と

定性的に一致した。 

PID 制御を用いた位置制御解析によってアクチュエータとして適切に駆動可能であるこ

とが確認された。定常偏差は実測値で 0.06 mm となり良好な位置制御特性が得られた。摩

擦やコギングトルクなどの影響によって、速度脈動が発生していることが確認されたが、

摩擦補償やコギングトルク補償などを適用することで制御性の向上が期待できる。 

本研究で用いた HTLA の評価モデルは、従来の円筒型リニアアクチュエータとほぼ同等

の推力密度となった。ただし HTLA は通常の回転型モータと類似した巻線・永久磁石の配

置を有しているため、既存のコギングトルク低減手法やベクトル制御技術を適用すること

は比較的容易である。そのため本論文で用いた評価モデルをもとに最適設計を行うことで、

従来構造の特性を超えるような推力特性・制御特性が改善する見込みは十分にあると考え

られる。 
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第３章 

3: 力制御に関する検討 

3.1 緒言 

 本章では、HTLA における力制御およびコンプライアンス制御 [35]について述べる。電磁

力駆動のアクチュエータを人工筋用途として適用する場合には、力・コンプライアンス制

御によって外力に対する粘弾性特性を変化・制御する必要がある。ここでは、まず HTLA

におけるディテント特性についての評価を行い、制御性向上を目的に力制御システムを作

成しディテント抑制制御を実施する。また同様の制御システムを用いて力制御およびコン

プライアンス制御を適用し、HTLA における力制御特性について評価を行う。 

3.2 ディテント特性の評価 

並進方向のディテント特性を評価するため、非通電状態で可動子の回転方向を自由運動、

並進方向を固定した状態での定常状態におけるディテント力を算出した。並進位置は

0.01mm 刻みで変更し、収束性を高めるために摩擦は粘性摩擦 1×10-5 Nms/rad のみを考慮

した。計算結果として推力および回転角度を Fig. 3.1 に示す。ディテント力は最大 4.8 N と

なった。推力・回転角度ともに周期的な脈動が確認され、並進位置 0.8 mm の周期性をもっ

た波形となっていることが分かる。これはリード長さ 9.6 mm に対して 12 次成分（回転角

度で 30 度周期）となることから、主にコギングトルクによる影響が大きいと考えられる。

Fig. 3.1(b) に示したように並進位置に対して安定点となる回転角度はコギングトルクの影

響によって変動する。式(2.1)の定義より磁極位相は最大 26.9 deg のずれが発生する。2.3 節

の結果より推力は磁極位相に強く依存することから、この磁極位相のずれがディテント力

の主な要因であると考えられる。 

3.3 力制御システム 

ディテント力を低減させる場合、磁極位相を適切に制御することが有効となる。ディテ



- 22 - 

 

ント力を低減させるため、新たに Fig. 3.2 に示す力制御システムを構築した。ここでは任意

の並進位置における磁極位相を制御するため、可動子の回転角度に対して PID 制御を適用

した。電流コントローラについては Fig. 2.6 と同様の構成である。2.3 節での解析結果をも

とに磁極位相と発生推力の関係を正弦波近似することで、目標推力 F*に対応する磁極位相

*を以下の式によって算出する。 

 







 

f

F *
* sin 1  (3.1) 

ここで f は非通電時における HTLA の最大推力であり、今回は解析値の 23.1 N とした。

この目標となる磁極位相が得られるように、式 2.1 を変形した以下の式によって回転角度

の目標値を決定する。 

 

(a) Thrust force vs. time. 

 

(b) Rotation angle vs. time. 

Fig. 3.1  Detent force characteristics. 
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 







 z

LN
N

T

m
3601 **   (3.2) 

並進位置はリニアエンコーダによる計測値を使用する。 

3.4 解析による評価 

3.4.1 ディテント抑制制御 

設計した力制御システムを用いてディテント特性の計測を行った。解析条件は 4.2.1 項と

同一とし、目標推力を 0に設定した。推力・回転角度の計測結果を非制御時とあわせて Fig.3.1

に示す。磁極位相を制御することで回転角度の脈動が小さくなり、磁極位相の変動も最大

2.9 deg にまで抑制できた。ディテント力は p-p 値で 0.81 N にまで低減できた。 

3.4.2 定推力制御 

目標推力を一定にして 0.1 mm/s で強制変位を与えた時の推力特性を解析によって算出

した。回転方向は摩擦を含む自由運動とし、目標推力は-20～+20 N まで 10N 刻みである。

解析結果を Fig. 3.4 に示す。全解析において良好な制御が実現できており、最大誤差は 4.1%

（目標推力 20N の時に平均推力 19.2 N）となった。目標推力の増加に応じて推力リップル

は増加する傾向が見られた。これは式 4.1 に示した推力－磁極位相における近似誤差によ

る影響であると考えられ、磁極位相の目標値が適正値からずれたことによる影響と考える。 

また Fig.3.4(b) に示した電流量は目標推力の増加に伴って電流量およびその脈動が増加

している。磁極位相を目標値に停留させるために必要なコギングトルクを相殺成分である

と考えられる。また目標推力+20 N の場合に励磁電流は平均 0.57 A となり、推力定数は 35.1 

N/A となった。この値は従来機のリニアアクチュエータよりも高く、同推力を維持するよ

 

Fig. 3.2  Block diagram of the thrust force control.  

(b) Current vs. time. 
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うな状況ではより電流消費量が少ないことをなる。これは HTLA では励磁電流は推力に直

接的に寄与せず、目標とする磁極位相を維持するためのコギングトルク補償として作用す

ることに起因する。大きな推力を出力している場合でもコギングトルクが小さければ大電

流を必要としないため、結果的に高い推力定数を得ることができたと考えられる。 

3.4.3 コンプライアンス制御 

外力に対する柔軟性を実現するため、設計した力制御システムを用いてコンプライアン

ス制御を実施した。目標推力 F*を並進位置の計測値 z と目標値 z*の差分より以下の式で算

出した。 

 

(a) Thrust force vs. time. 

 

(b) Current vs. time. 

Fig. 3.3  Constant force control. 
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  zzkF  **  (3.3) 

ここで kpは仮想的なばね乗数である。 

HTLA に対して 目標位置を 0 に固定したまま 2.5 N 刻みで 20 N までの外部負荷を与え、

その時の変位量を計算した。kpは 2.5、5、10、20 N/m の計 4 通りについて評価を行った。

計測結果として各並進位置における発生推力を Fig. 3.4 に示す。各計測結果から各 kp に対

する平均ばね定数を求めた結果、それぞれ 2.507 N/mm、4.954 N/mm、10.02 N/mm、19.56 

N/mm となった。設定値に対する誤差は最大 5.7 %となり、外力に対する剛性を良好に制御

できていることが確認された。 

また Fig. 3.5 は外部からの定常負荷 10N、Kp=5 N/mm を与えた場合の過渡応答を示す。

提案する力制御しシステムでは可動子の速度・位置を制御していないために振動的な挙動

 

 

Fig. 3.4  Spring characteristics in the compliance control.

 

Fig. 3.5  Response characteristics under the compliance control.  
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となり、また摩擦項の影響によって減衰運動を示している。ただし定常状態における定常

偏差は 1.91 mm、ばね定数は 5.23 N/mm、ばね乗数の誤差は 4.7 %となり剛性の制御は良好

である。 

3.5 実機による検証 

3.5.1 ディテント抑制制御 

試作機においてディテント特性ならびにディテント抑制制御の検証を行った。計測では

静止摩擦の影響によって回転方向の安定点を見つけることは困難であるため、ここでは可

動子を 0.1 mm/s の等速で強制運動を与えた時の推力を計測した。非制御時ならびに力制御

適用時のディテント力の計測結果を Fig.3.6 に示す。解析と同様に非制御時ではコギングト

 

(a) Thrust force vs. time. 

 

(b) Rotation angle vs. time. 

Fig. 3.6  Detent force characteristics. 
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ルクによる周期的なディテント力が発生した。試作機の最大推力に低下に伴ってディテン

ト力も低減しているもののディテント力は最大 2.6 N となった。これに対して力制御を適

用することでディテント力は最大 1.2 N にまで低減できることを確認した。 

3.5.2 コンプライアンス制御 

HTLA に対して 目標位置を 0 に固定したまま可動子に並進方向に強制変位を与えること

でばね乗数の計測を行った。解析と同様に kpは 2.5、5、10、20 N/m の計 4 通りで実施した。

計測結果として各並進位置における発生推力を Fig. 3.4 に示す。各計測結果から各 kp に対

する平均ばね定数を求めた結果、それぞれ 2.507 N/mm、4.954 N/mm、10.02 N/mm、19.56 

N/mm となった。設定値に対する誤差は最大 5.7 %となり、解析と同様に外力に対する剛性

を良好に制御できていることが確認された。 

3.6 結言 

 本章では HTLA に対して力制御およびコンプライアンス制御を適用してその特性評価を

実施した。制御性向上を目的として HTLA におけるディテント特性についての評価を行い、

磁極位相の脈動によってディテント力が発生していることを確認した。磁極位相に対する

PID 制御を行う力制御システム、ならびにコンプライアンス制御システムを構築し、解析・

実機によってその特性を評価した。ディテント力は実測にて 1.2N 以下、解析における定推

力制御では誤差 4.1%の精度で力制御ができることを確認した。HTLA における力制御特性

について評価を行った。 

また目標推力 20 N において推力定数は 35.1 N/A となり優れた特性が確認された。これは

 

Fig. 3.7  Spring characteristics in the compliance control.  
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推力を保持するような駆動時には消費電力の低減に貢献できる。またコンプライアンス制

御では実機にて誤差 5.7%の範囲の良好な精度でのばね定数制御が可能であることを確認し

た。 
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第４章 

4: 脱調現象に関する検討 

4.1 緒言 

本章では HTLA における脱調現象とその抑制手法 [38,39]について述べる。ステッピングモ

ータなどの一部の電磁式アクチュエータにおいては、急激な外力や過負荷が与えられた場

合、磁気的な同期が外れる脱調現象が発生する。脱調の発生前後では制御特性が大きく変

化してしまう。HTLA においても外力に対する柔軟性と制御性の両立を目指すためには、

脱調発生時の挙動やその回避策について検討を行っておく必要がある。 

まず定荷重と衝撃荷重の入力を模擬した検証モデルにおいて、脱調発生時の挙動につい

て解析を用いて確認する。可動子の運動モデルから脱調の発生条件をまとめ、磁極位相を

用いた脱調予測および抑制アルゴリズムを提案する。提案した脱調抑制アルゴリズムの効

果を解析と実測の両方で検証を行う。 

4.2 HTLAにおける脱調現象 

4.2.1 評価モデル 

脱調現象に関する特性評価を行うため、本研究ではロボットが静止した状態から急激な

 

 

Fig. 4.1  Verification model for losing step phenomenon. 
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過負荷が与えられる事を想定し、Fig. 4.1 に示す検証モデルを対象とした。アクチュエータ

は垂直方向に設置されており、可動子先端に取り付けられた付加質量によって定荷重を与

える。また外力として激力を模擬した初速度を与える。脱調の判定は、磁極位相推が 180 

deg を超えて磁気吸引力の方向が反転した時に脱調発生と判断した。 

 制御システムは 3.4.3 項で述べたコンプライアンス制御システムを用い、仮想バネ定数  

20 N/mm、目標位置は初期位置で固定した制御を適用する。 

4.2.2 脱調時の挙動 

脱調時の挙動として負荷質量 1 kg、初速度 0.12 m/s または 0.16 m/s を与えた時の過渡応

答を Fig.4.2 に示す。また Fig. 4.2(b) は磁極位相の位相空間を示しており、横軸は磁極位相、

縦軸はその変化速度（磁極位相速度）である。初速度 0.12 m/s の場合、可動子は大きく変

動しながらも安定した制御を保ち、コンプライアンス制御の定常状態となる 0.49 mm 付近

 

(a) Linear position vs. time. 

 

(b) Phase plane of the phase difference. 

Fig. 4.2  Response characteristics under the normal operation and state of losing step.  
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に収束した。磁極位相についても－42 deg から 126 deg の範囲で振動しながら定荷重に相当

する推力 9.6 N が得られる磁極位相 10 deg 付近に収束している。しかし初速度 0.16 m/s の

場合、可動子は目標位置から大きく外れて適切な制御ができていない。磁極位相について

も変化速度の脈動を繰り返しながら正方向に発散していることが分かる。このことより回

転と並進運動が同期せずに制御不能状態になっていることから、脱調が発生していること

がわかる。 

HTLA の特性として、2.3 節に示したように発生推力は磁極位相と強い相関があり、0 deg

を中心に正負が異なる推力が発生する。摩擦を考慮しない場合は磁極位相 0 deg から隣接

する磁気的安定点 360 deg まで遷移する間の推力の累積和は 0 となり、脱調状態からの自

発的な復元力は得られない。そのため定荷重が与えられている状態で脱調が発生した場合

には、Fig. 4.2(b) に示すように脱調を繰り返すと考えられるため、事前に脱調を予測・抑制

することが重要となる。 

4.3 脱調回避制御 

4.3.1 脱調検出アルゴリズム 

ここでは脱調の予測を行うために HTLA の可動子の数式モデルから脱調の発生条件の導出

を行う。4.2 節でも述べたように HTLA では磁極位相が±180deg を超えると脱調が発生す

る。脱調を回避するためには、磁極位相・磁極位相速度については以下の条件を満たす必

要がある。 

 

 

 











.deg1800

.deg1800







dt

d
dt

d

 

(4.1a) 

(4.1b) 

また、可動子の並進および回転における運動方程式は以下の式で表現できる。 

  hf
Mdt

zd
 sin

1
2

2

 (4.2) 

 T
Jdt

d

m

1
2

2


  (4.3) 

ここで M は可動部分の合計質量、Jmは可動子の慣性モーメント、f は HTLA が出力できる
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最大推力値、h は外力、T は電流印加に伴う発生トルクである。回転運動の初期速度は 0 と

する。ここでは簡略化のため、発生推力を磁極位相に対する正弦波に近似し、トルク T は

Id=0 制御における最大電流印加時の平均トルクとする。コギングトルクおよび摩擦は考慮

しない。また可動子の慣性モーメントは負荷質量による増加分を含まないが、可動部分の

合計質量は以下の式のように可動子質量 am と接続した負荷質量 em の和とする。 

 ae mmM   (4.4) 

これらの式から磁極位相の加速度は以下の式となる。 
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式(4.7)を解析的に解くことで、時刻歴における位相空間上での軌跡を描くことができる。

Fig. 4.3 は可動子に正方向の磁極位相速度、減速方向への最大トルクを与えた時の可動子の

挙動を示す。初期角度θ、初期位置 z0、初期角速度ω、外力を全て 0 とし、可動子に対す

る付与質量 0em ならびに  emM の 2 つの条件下での計算結果を示している。トルクは

一定( 0T )で、電流実効値 1 A 駆動時における平均トルク 85.9 mNm を与えた。この軌道は

脱調が発生しないよう  =180、 dtd =0 の位置を通過するよう以下の初速度を与えている。

この値は式(4.1a)の条件を境界条件としてエネルギー保存則を用いて式 (5.5)を変形するこ

とで導出できる。 

 
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00
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 (4.8) 

さらに  =-180deg における初速度は以下の式となり、可動子の質量成分は含まない式とな

る。 

 
mJ

NTL
v

2

0 
 

 (4.9) 

反対方向の脱調挙動（  =-180deg）についても同様の考え方で Fig. 4.3 に原点対称の軌跡を
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得ることができる。これらの初速度から求められる 2 つの軌道をここでは可制御限界軌道

（CLT: Controllable Limit Trajectory）と呼ぶ。CLT は式(4.1)の条件を維持できる状態量の限

界、言い換えれば制御によって能動的に脱調を回避できる領域の限界を示している。各磁

極位相においてこの軌道よりも小さな磁極位相速度が与えられている場合、可動子はトル

ク制御によって脱調することなく正常な挙動を維持できる。一方でこの軌跡を超える磁極

位相速度が与えられていた場合には、磁極位相は後に脱調領域へと移行していく。式 (4.8)

で示す通り、  =0 における限界初速度は可動子質量に依存してり、付与質量が大きいほど

許容できる初速度は低下する。なお接続された可動部質量が非常に大きい場合や外部から

の強制変位で駆動する場合は、  emM として並進方向の加速度を 0 とみなすことができ

る。この場合、式(4.7)における非線形項がなくなるため、位相空間上の軌道は以下の式で導

出できる。 

 
dt

d
t

J
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N

dt

d

m

T
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  (4.10) 

 0
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T  (4.11) 

これにより磁極位相ならびに磁極位相速度を計測することで脱調を予測することができ

る。脱調を回避するためには、磁極位相速度を適切に抑制し、Fig. 4.3 に示した軌跡の内側

へと制御することが重要である。また式(4.8)より電流によるトルクを増加させることで磁

極位相速度の駆動領域を拡大させることや、一度脱調が発生した場合においても、磁極位

 

 

Fig. 4.3  The limit trajectories under normal operation.  
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相速度が再びこの軌跡の内側に戻ってきた時には、脱調状態からの回復が可能であると考

えられる。 

4.3.2 脱調回避アルゴリズム 

脱調の予測・回避を行うために新たに制御システムを構築した。3 つの制御モードから構

成され、Fig. 4.4 に示すように磁極位相の位相空間を用いて制御モードの切り替えを行う。

Fig. 4.4 の CLT に挟まれた領域をモード A、  が±180 deg 以内で磁極位相速度が CLT を超

える領域をモード B、  が±180deg を超過した領域をモード C とする。 

A. モード A（可制御領域） 

従来の PID 制御器は磁極位相の偏差を入力値としていたため、外乱による磁極位相

速度の増減に対しては適切な応答特性が得られていない。そこで Fig. 4.5 に示す二自由

度 PID 制御器[40]を構築し、入力となる磁極位相の目標値と外乱による磁極位相速度の

増減に対して、それぞれ独立した応答特性の設計を行った。またオーバーシュート後

の収束性を高めるため、積分器にはアンチワインドアップ制限も併用した。Table 4.1 に

示した各パラメータ値は限界感度法をもとに試行錯誤的に決定した。 

B. モード B（脱調遷移領域） 

可動子に対して CLT を超えるような磁極位相速度が与えられた場合、電流トルク不

足のためにいずれ脱調状態に遷移すう可能性が高い。脱調回避の為にはより大きなト

ルクを与え磁極位相速度を 0dtd の方向へと収束、CLT の軌道内に回帰させる必要が

ある。ここで、これまで HTLA の印加電流は連続運転が可能な定格電流を上限として

 

 

Fig. 4.4  Classification of Control modes. 
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設定してきたが、定格を超える瞬間最大電流を与えて一時的にトルク上限値を引き上

げた運転も可能である。ここでは瞬間最大電流を定格電流の 3 倍として準脱調領域に

おける電流値の上限として設定した。なお、CLT は式(4.10)ならびに式(4.11)から導出

可能だが、外力やコギングトルクなどの外乱に対する安定性を得るため、ここでは磁

極位相の上限に余裕をもたせて deg135 、 0dtd の点を通過するよう軌道の修正・再

計算を実施した。 

C. モード C（脱調後領域） 

deg180 を超過した脱調状態では基本的に磁極位相の能動的制御は不可能である。

ただし外力や摩擦によって磁極位相速度が CLT の軌道内に再度復帰すれば脱調状態か

ら回復できるため、ここではモード B と同様に、磁極位相速度を 0dtd に収束させる

方向に Iq電流を定格電流の上限値で印加し続ける。なお、脱調後領域に移行した場合、

0dtd を満たすまでは脱調後領域での制御を継続させ、 0dtd 到達後は磁極位相を

±180 deg の範囲で再定義を行い、モード A における二自由度 PID 制御モードを再開

する。 

 

Fig. 4.5  System configuration of two-degree-of-freedom PID controller. 

 

Table 4.1  Parameters of the two-degree-of-freedom PID controller. 

 

Reference

value

ARW

+

–

+

–

  
 

 

   

+ +

+   

 

+

–

Measured value

  

 

  

PID gain kP Proportional gain 54 ×10-3

kI Integral gain 3 ×10-3

kD Derivative gain 241×10-3

Set-point α Proportional 0.5

Weighting β Derivative 0.5

ARW parameter 300
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4.3.3 解析・実機による検証 

検証モデルを用いて構築した脱調抑制制御システムの応答性を評価した。Fig. 4.6 は 5.1

節と同様に付与質量 1 kg、初速度 0.16 m/s の条件下における計算結果を示す。改良前の制

御システムでは脱調が発生した条件においても、改良後の制御システムでは脱調が発生せ

ず目標位置への追従が確認された。Fig. 4.6(b) に示す磁極位相の位相空間では、設計した

CLT を超えるモード B の領域から定常状態となるモード A に移行できていることが分か

る。 

また、Fig. 4.7 は付与質量なしで初速度 0.5 mm/s を与えた時の挙動を示している。初速度

が大きいため、どちらの制御システムにおいても脱調が発生し、定荷重がないために脱調

からの回復ができている。ただし改良後の制御システムではモード C における回復動作に

よってより迅速に脱調から復帰できている。 

 

(a) Linear position vs. time. 

 

(b) Phase plane of the phase difference. 

Fig. 4.6  Response characteristics under the normal operation and state of losing step.  
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最後に付与質量を 0.5 kg 刻み、初速度を 0.02 m/s 刻みで各条件を変化させて解析を行っ

た。脱調が発生しなかった初速度の上限を Fig. 4.8 にまとめて示す。付与質量 0～2 kg の全

域において、改良後の制御器では許容できる初速度の上限値が向上したことが確認できる。 

4.4 結言 

本章では HTLA における脱調発生時の特性を明らかにするため、検証モデルを用いて衝

撃力に対する応答性の評価を行った。HTLA は脱調状態から能動的に回復することが困難

であることから、数式モデルによって脱調発生の予測を行い、磁極位相の位相空間表示を

用いて脱調の発生条件を明らかにし、脱調の予測・回避・回復を考慮した制御アルゴリズ

ムを構築した。結果として脱調せずに駆動可能な衝撃荷重の許容値は向上し、また脱調発

生時においてもより高速に通常制御状態に復帰できることが確認された。 

 

 

 

Fig. 4.7  Response characteristics in state of losing step. 
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Fig. 4.8  Conditions for maintaining normal operation under the improved controller and 

conventional one. 
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第５章 

5: センサレス駆動に関する検討 

5.1 緒言 

本章では HTLA における回転角度センサレス駆動手法[41]について述べる。HTLA は可動

子の並進位置・回転角度を計測することで、位置制御やディテント抑制などが可能となる。

しかし二自由度の位置情報を同時計測するためにはエンコーダの配置・構成が複雑となり、

システムの大型化や摩擦抵抗の増加、故障などによる信頼性の低下などが懸念される。例

として 2.4 節に示した試作機ではリニアエンコーダならびにロータリエンコーダを併用し

ているが、二自由度同時計測のため可動子の端部に計測ユニットを設置している。これに

より磁気回路部に対して軸方向長さで約 75 %のスペースを余分に確保する必要があった。 

そこで本研究では、起動時を含む停止状態における初期角度、ならびに駆動中の回転角

度における回転角度推定を実施する。HTLA におけるインダクタンス特性を検証した後、

従来の回転型モータに用いられている角度推定手法を利用した回転角度推定精度を解析・

実測によって確認する。また角度推定利用時における位置制御特性に与える影響を確認す

る。 

5.2 角度推定手法 

5.2.1 静止時の初期角度推定 

低コスト化や信頼性向上の観点から、通常の回転式同期モータにおいて既に様々な回転

角度推定手法 [42-48]が提案されている。一般的に中高速回転域では誘起電圧を利用する方法

[42-45]、低速回転域もしくは停止時の初期位置推定にはロータの突極性ならびに磁気飽和特

性を利用する方法 [46,47]が主流となっている。HTLA の可動子も埋込磁石型の構造であるた

め、これらの角度推定手法が利用できると考えられる。ここでは固定座標系を用いて各コ

イルにパルス電圧を印加する初期角度推定手法 [47]を行った。この手法では磁気飽和特性を

利用した極性判別も必要となるが、アクチュエータのパラメータによる影響を受けないこ
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と、計算システムが簡素かつ推定の所要時間が短いなどの利点がある。 

5.2.2 駆動時の初期角度推定 

HTLA では並進位置・回転角度にかかわらず磁極位相が 0 となる方向に推力が発生し、

 = 90 deg で最大、  = 180 deg 以上では推力方向が反転し脱調状態となる。最大推力以下

の負荷での駆動時には、磁極位相は  = 0 を中心に mT NN  の範囲で動作する。ここでは

磁極位相  が 0 近傍で駆動することを仮定し、式(2.1)に  = 0 を代入し、推定角度 ̂ を以下

の式から算出する。 

 int
m z

L

N
 

360ˆ  (5.1) 

ここで θintは静止時に算出した初期推定角度である。 

5.2.3 推定誤差による影響 

HTLA では可動子を回転させることで推力の発生方向・大きさを調整できるため、回転

角度情報を利用したベクトル制御を実施する。角度推定誤差が生じた場合、電流位相が目

標値からずれるために電流トルク特性が低下し、制御時の応答性に影響を与える。HTLA に

おける回転角度推定誤差  は以下の式で示される。 

 
T

m
ints

N

N
  (5.2) 

ここで第一項 s は安定点における初期静止角度の誤差、第二項 int は初期角度推定シーケ

ンスによる推定誤差、第三項は並進位置から算出された角度推定誤差である。トルクリッ

プルを考慮しない場合、角度推定誤差が±90 deg の範囲ではトルクの発生方向は q 軸電流の

方向と一致しているため、定常状態での諸特性に与える影響は小さいと考えられる。角度

推定誤差が±90 deg を超えた場合にはトルク発生方向が反転して制御が不安定となる。 

5.3 解析による評価 

5.3.1 インダクタンス突極性の検証 

初期角度推定に先立ち、まずは評価モデルにおける HTLA の突極性について FEM 解析に

よる評価を行った。磁極位相  = 0 における電気角一周期分の u 相インダクタンス値を Fig. 
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5.1 に示す。解析では磁極位相が一定となるように回転角度に応じて並進位置を移動させた。

可動子の角度情報となる 2 次成分の他に、スロット数に起因する 6 次成分が確認された。

また磁極位相を変化させた際の d/q 軸インダクタンス値の平均値を Fig. 5.2 に示す。突極比

は平均 1.25 となり、磁極位相に対するインダクタンスの変化はほぼ見られなかった。この

ことから突極性を利用した初期角度推定が利用できる可能性があり、磁極位相・並進位置

とは独立して回転角度推定ができると考えられる。 

同様に数値解析によって、静止状態における安定点の確認を行った。HTLA では任意の

並進位置に対してコギングトルクが 0 となる安定点が必ず存在する。本稿では 0.2 mm ごと

の並進位置における無負荷・非通電時状態での安定点を算出した。計算結果を Fig. 5.3 に示

す。解析で得られた安定点は、並進位置に対して 0.8 mm 毎の周期性、すなわち可動子の回

転に対して 30 deg 毎の周期的な分布が確認された。本稿で取り扱う HTLA は、らせん磁極

 

Fig. 5.1  Inductance of u-phase vs. rotation angle.

 

Fig. 5.2  Average inductance vs. phase difference. 
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を考慮しなければ 2 極対 6 スロットモータと同一構造となるため、コギングトルクの基本

波成分は 12 次となる。これは安定点の周期性と一致しており、無負荷・非通電時状態での

可動子はコギングトルクによって回転運動を行い、安定点に引き込まれていることを意味

している。また式(2.1)において  = 0 となる理想的な回転角度に対して、安定点は最大 12.3 

deg ずれることが確認された。 

5.3.2 初期角度推定 

実機では摩擦の影響によって安定点が Fig. 5.3 に示す位置からずれるため、通電による静

止状態の初期角度推定が必要となる。そこで FEM 静解析によって Fig.5.3 に示した各安定

点で初期角度推定を実施した。パルス電圧は 12 V、位置推定用パルスは通電時間 30 μs を 3

回、極性判別用パルスは通電時間 100 μs を 2 回とし、角度推定シーケンスの所要時間は 1 

ms である。各安定点における角度推定誤差を Fig. 5.4 に示す。推定誤差は最大 3.77 deg と

 

Fig. 5.3  Stable points without external force.

 

Fig. 5.4  Analyzed estimation error in the stable points.  
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なり、安定点でのずれを含めた累計誤差（ ints   ）は最大で 12.7 deg となった。静解析

のトルク計算結果より、この推定誤差によるトルク低下率は最大で 8 %程度であり、ベクト

ル制御を実施する上で十分な推定精度を得ることができた。なお極性判別時に発生するト

ルクは最大 0.33 mNm となった。 

5.3.3 位置制御特性 

角度推定を実施した際の位置制御特性について評価を行った。目標軌道は移動量 10 mm、

最大速度 50 mm/s、最大加速度 1000 mm/s2 の速度台形則となるよう設定し、q 軸電流指令値

を制御変数とする PID 制御を行った。角度推定による影響を評価するため、角度推定を行

わず可動子の回転角度情報をそのまま利用した位置制御の応答についても同様の条件で解

析を実施した。 

計算結果として Fig. 5.5 に推定角度利用時ならびに実角度利用時の計算結果を示す。可動

子の最大位置誤差は推定角度利用時では 0.448 mm、実角度利用時では 0.434 mm、角度推定

誤差は最大 4.81 deg となった。Fig. 5.5(a) にも示すように可動子の挙動における変化は小

さく、推定角度を用いた位置制御を用いても十分な制御特性が得られていることが確認さ

れた。また 0.4 秒経過時における偏差についても、推定角度利用時で 0.005 mm、実角度利

用時では 0.004 mm となり、角度推定誤差による影響は極めて小さいと判断できる。 

5.4 実機による評価 

5.4.1 初期角度推定 

解析と同様に、静止状態における初期角度推定を行った。試作機では摩擦抵抗によって

無負荷状態における正確な安定点が取得できないため、静止状態でのロータリエンコーダ

による角度計測値と、推定された角度を比較して推定誤差を算出した。 

計測結果として各並進位置における角度推定誤差を Fig. 5.6 に示す。推定誤差は最大 7.5 

deg となった。解析よりも誤差が大きくなった理由として、巻線抵抗のばらつきや、組立誤

差に起因するインダクタンス波形のひずみなどが考えられる。なお極性判別用のパルス電

圧印加時には、可動子の回転は確認されなかった。 
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(a) Response characteristics. 

 

(b) Phase difference and estimation error using estimated angle.  

 

(c) Position error. 

Fig. 5.5  Calculated results of position control. 
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5.4.2 位置制御特性 

位置制御特性についても、制御システム構成や PID 制御パラメータを解析時と同じ条件

下にそろえて計測を行った。摩擦や慣性特性をそろえるため、推定角度利用時においても

ロータリエンコーダを設置したまま計測を実施した。Fig. 5.7 に示す。目標軌道に対して安

定して追従していることが確認できるが、可動子の最大位置誤差は推定角度利用時で 0.88 

mm、実角度使用時で 0.70 mm となった。推定角度を使用することで位置誤差が拡大し、制

御性が低下していると判断できる。また、磁極位相の最大推定誤差は 26.3 deg、角度推定誤

差は最大 13.2 deg となった。0.4 秒経過時の偏差は実角度利用時の 0.02 mm、推定角度利用

時は 0.04 mm となった。さらに Fig. 5.7(b) におけるむだ時間が解析結果よりも増加する結

果となった。解析結果と比較してこれらの特性が悪化した理由として、摩擦係数が解析条

件よりも大きいこと、回転角度の推定誤差によって電流位相がずれてトルク特性が低下し

たことなどが考えられる。 

5.5 結言 

本章では HTLA のセンサレス駆動を目標として、回転角度推定の評価および位置制御特

性への影響について述べた。FEM 解析によって評価モデルにおける突極比は 1.25 で磁極位

相との相関は小さいことを確認し、パルス電圧に対する応答から推定誤差 7.5 deg 以下で角

度推定が可能なことを確認した。センサレス駆動時の PID 位置制御特性の評価を行った。

実測角度使用時と比較して角度推定誤差に起因する電流トルク特性の低下に伴い、最大位

 

 

Fig. 5.6  Estimation error in the stable points in prototype. 
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置誤差の増加・むだ時間が増加した。センサレス化によって位置制御性は低下するものの、

定常偏差は実測で 0.04 mm となり、良好な制御特性を維持できていることが確認された。  

 

  

 

(a) position 

 

(b) Phase difference and estimation error using estimated angle.  

Fig. 5.7  Measurement results of position control. 
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第６章 

6: 結論 

本研究では人工筋用アクチュエータの開発を目標として、従来研究の構造的課題を解決

する新しい電磁力駆動のらせん形リニアアクチュエータ（HTLA）を提案した。また人工筋

用アクチュエータとしての実用化に向けた HTLA の性能向上の検討を行った。以下、各章

の要約を述べる。 

第 2 章では提案したらせん型リニアアクチュエータの構造と動作原理について述べた。

HTLA は可動子が回転・並進の二自由度を有し、永久磁石の形状を簡素で軸方向に積層す

る構造をもたないために生産性に優れている。また円筒状エアギャップ構造のため外力に

よって可動子と固定子が接触する危険性がなく、過負荷に対する堅牢性にも優れている。

数値解析によって最大推力は 23.1 N となり、磁極位相が推力特性に大きく寄与しているこ

と、トルク特性は可動子の並進位置とは独立して制御可能であることを示した。試作機で

は最大推力は可動子の組立誤差による影響を受けて 12.9 N となったが、制御電流が推力に

与える影響は小さいことが確認され解析結果と定性的に一致した。また PID 制御を用いた

位置制御特性について解析ならびに実機計測によって評価を行った結果、定常偏差は実測

値で 0.06 mm となり良好な位置制御特性が得られることが確認された。  

第 3 章では HTLA に対して力制御およびコンプライアンス制御を適用してその特性評価

を実施した。磁極位相に対して PID 制御を実施することで力制御ならびにコンプライアン

ス制御が可能となる。ディテント力は実測にて 1.2 N 以下、定推力制御では誤差 4.1 %の精

度で力制御ができることを確認した。また目標推力 20 N において推力定数は 35.1 N/A と

なり、良好な特性が確認された。またコンプライアンス制御では実機にて誤差 5.7 %の範囲

の良好な精度でのばね定数制御が可能であることを確認した。 

第 4 章では HTLA における脱調発生時の特性を明らかにするため、検証モデルを用いて

衝撃力に対する応答性の評価を行った。HTLA では能動的制御で脱調状態から復帰するこ

とが困難であることが明らかになった。そのため数式モデルによって脱調発生の予測を行

い、磁極位相の位相空間表示を用いた脱調の予測ならびに回避アルゴリズムを構築した。

結果として脱調せずに駆動可能な衝撃荷重の許容値は向上し、また脱調発生時においても

より高速で通常制御状態に復帰できることが確認された。 



- 48 - 

 

第 5 章では HTLA のセンサレス駆動を目標として、回転角度推定の評価および位置制御

特性への影響について述べた。パルス電圧に対する応答から推定誤差 7.5 deg 以下で角度推

定が可能なことが明らかになった。角度推定誤差に起因する電流トルク特性の低下に伴い、

最大位置誤差の増加・むだ時間が増加したが、センサレス化によって位置制御性は低下す

るものの、定常状態は良好な位置制御特性が維持できていることが確認された。 

 これらの検討により、提案した電磁力駆動アクチュエータの構造は、人共存型ロボット

ならびに筋骨格ロボットに用いる人工筋用アクチュエータに必要な柔軟性・堅牢性を実現

できることが明らかになった。今後はさらに形状の最適化によって更に推力特性・制御特

性を改善する見込みもあり、人工筋用電磁力駆動アクチュエータの開発に貢献できること

が期待される。 
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